
第 6 章 地 盤 沈 下

本県の地盤沈下は建設省国土地理院が実施した水準測量によ っ て、 鳥取市本町 ( 遷喬小学校 ) にあ る

一等水準点で昭和 4 0 年か ら 4 5 年 ま でに 1 3 . 8 cmの沈下が観測 された 。

ま た 、 環境庁は昭和 4 6 年度に地盤沈下メ カ ー ズ ム研究会に全国調査を委。モ し 、 鳥取平野がそ の対象

と し て概況調査が さ れた 。

県では 、 こ れを契機 と して昭和 4 8 年度に専門家によ る 地盤沈下協議会を設置 し 、 昭和 4 9 年度鳥取

市に水準点5点を設置す る と と も に国土地理院に水準測量を要請 し、 その後、 昭和 5 1 ~ 5 3 年度に県 . 国

土地理院共同で、 昭和 5 4 ~ 5 7 年度は県単独で、 鳥取市内の水準測量を実施した 。 なお、 昭和 5 5 年

度 に、 県で市街地北部に水準点 4 点を新設す る と と も に 、 建設省の水準点 1 ,点を加 えた計 5 点で測量 を

開始 してい る 。

1 地盤沈下の状況

昭和 5 7 年度 ( S 5 6 7 ~ 5 7 7 ) の 1 年間の地盤沈下状況は水準点 2 1 点中最大が、 秋里 〔 因 幡

浄苑 水準点番号( 7 ) 〕 の 2 9 o c瓜 次いで田 園町四丁 目 〔 建設省鳥取工事事務所 水準点番号 ｢建｣ 〕

の 2 7 3 c賑 江津 〔 中央病院 水準点番号(8 ) 〕 の 2 5 7 田 園町三丁目 〔 国道 2 9 号線喫茶あ ど あ前

水準点番号 0 2 9 一 1 1 9 〕 の 2 2 5 cm と な っ てい る 。

2 cm を越 え る沈下が観測 さ れたのは以上の 4 地点で、 いずれ も 市街地北部に集中 してお り 、 他は安

長 〔 国道 9 号線安長バス停前 水準点番号 0 0 9 一 2 1 0 〕 で 1 6 2如R と 1 cmを越 えた外は全て 1 cm未満

の沈下 と な っ てい る 。

/
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沈下量は市街地南部に行 く に従 っ て減少 してお り 、 寿町 〔 西中正門前 水準点番号(1 ) 〕 で 0 9 6 cm 、

本町一丁 目 〔 遷喬小 水準点番号 1 0 6 7 〕 で 0 4 6 (瓜 吉方温泉一丁目 〔 日 進小 水準点番号{2) 〕 で は

o 1 4 cm とわずか にな っ てい る 。

ま た 、 5 字年度の測量では、 今町二丁 目 〔 今町交叉点 水準点番号 0 5 3 - 1 3 3 〕 お よ び幸町 〔 市 (
立病院 水準点番号(4月 で 、 若干の隆起が観測 さ れた 。

2 沈下量の 推移

昭和 4 9 年か ら 測量 を実施 してい る 1 4 地点の中 で最大の沈下量を示す田園町三丁 目 〔 国道 2 9 号

線喫茶あ どあ前 水準点番号 0 2 9 一 1 1 9 Mこついてみ る と 、 昭和 4 9 ~ 5 5 年度の 6 年間の平均年

間沈下量が 3 7 6 cmで毎年 ほぼ同量の沈下であ っ たのに対 し 、 昭和 5 6 年度は2 6 1 cm、 昭和 5 7 年度は

2 2 5 cmと 減少 している の を は じめ 、 他の水準点で も 昭和 5 7 年度の沈下量 と昭和 4 9 ~ 5 7 年度の平
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物年間沈下量を比較す る と 、 新品治 〔 景福寺 水隼点番号 1 0 6 8 〕 を 除 き 、 いずれの水準点 も 減少 し

てい る 。

ま た 、 昭和 5 3 ~ 5 5 年 にかけて新た に測量 を開始 した 7 地点について も 昭和 5 7 年度の沈下量

は以前に比べて減少 してい る 。

全体的にみ る と 、 鳥取市市街地の地盤沈下は鈍化の傾向 にあ る が、 市街地北部では依然沈下が継続

して い る と い え る 。

3 地盤沈下原因 の 推定

鳥取平野は 、 千代川の流域に発達 した沖積平野で、 層厚 5 0 m程度の洪積層 と 、 層厚 3 0 m程度の

沖積層が発達 し 、 いわゆ る軟弱地層 と な っ てい る 。

地盤沈下の原因 について は 、 沖積層の粘土層 、 特に軟弱な上部粘土層 ( 層厚 5 ~ 1 o m程度 ) の圧

密 によ る も の と想定 さ れ る が 、 地質の状況、 地下水利用及び都市化の進捗状況等に よ り 地区 によ っ

の て沈下量に差が見 ら れ る も の と思われる o
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表 1 1 3 鳥取市内各水準点の地盤沈下量

水 準 点 番 号
029

-- 1 1 9

0 09

~ 209
( 1 )

0 29

- 1 1 8
1 06 7 ( 3 ) 1 068 (2) ( 4 )

所 在 地 田園町三丁目 松並町二丁目
寿町 西町五丁目 本町一丁目 行徳 新品治

一丁目
吉方温泉 幸町

昭和 5 7 年度の沈下量
〔 S 56 7 ~57 7 〕

2 25 0 5 5 0 96 0 . 49 0 46 0 . 22 0 94 0 . 1 4 十 0 0 4

昭和 4 9 ~ 5 7 年度の

沈下量

〔 S 4 9 6 ~5 7 7 〕

( ) は平均年間沈下量

27 . 7 2

( 3 . 4 3 )

1 3 .5 2

( 1 67 )

1 3 26

( 1 6 4 )

1 1 . 45

( 1 . 42 )

9 7 3

( 1 . 2 0 )

7 . 6 8

( o , 95 )

5 63

( 0 7 0 )

4 . 62

( o 57 )

2 2 8

( o . 2 8 )

備 考 喫茶あどあ前国道"号線 旧ホルモンマコ前国道9号線
西

正

題
月 j

国太
道平
29 ビ

号ル
線前

礬

簑

慈

眼

寺

景

福

寺

日

榮
淺

護

( 単位 : 卸 )
0 29

- 1 1 6
1 1 2 1 1 06 6 (5)

05 3

-- 13 3 鬮
029

、 1 1 7 ( 7 ) (8 )
0 09

一 21 0 ( 9 ) ◎

方温勉丁目 立川四丁目 成 安 今町二丁目 田園町四丁目 庖丁人町 秋里 江津 安長 秋里 秋里

0 22 0 03 0 05 0 01 + 0 . 1 3 2 73 0 . 2 6 2 . 90 2 5 7 1 . 62 0 . 70 0 77

2. 3 1

( o . 2 9 )

2 0 6

( o 25 )

2 . 0 0

(o 2 5 )

1 . 9 1

(o 24 ) 湯瑯織 圏"“第2ぶ｣26
園3

赳“〕
1 1 3

(o 38 )

園4

竜勢多〕
7. 26

( 3 63 )

園4

贈り;〕
6 41

( 3 . 2 1 )

鰡4

増鰐〕
4 04

(2 02 )

国4

増勢多〕
2 4 4

( 1 22 )

鰯4

増ヲ: ;〕
2 2 3

( 1 1 2 )

国道29号線 大雲院 ヨネザワ付近サイクルショップ 職業訓練校 今町交叉点 謙陸事務所
国エ
迫浦ン
2 9 ド

巍
衆

佑

T傳
不買

谷

疑舞 讓実
国安
道長
9 ノ ゞ

艇
前

謹
工

援義
鰯 1 . 0 5 3 一 1 3 3 は 、 昭和 5 4 年度水準点が移動 し 、 5 5 年度か ら測量 を再開 した も の。

2 ｢建｣ は 、 昭和 5 3 年度か ら測量を開始 した も の 。

3 0 2 9 一 1 1 7 は 、 昭和 5 4 年度か ら 測量を開始 した も の 。

4 . ( 7 ) 、 ( 8 ) 、 0 0 9 一 2 1 0 ( 9 ) 、 Qの 、 の 5 点は 、 昭和 5 5 年度か ら測量を開始 した も の。

5 沈下量の 十 は隆起 し た も の 。
図 9 主な水準点の累計沈下量 ( 昭和 4 9 年~ )

0 49年6月 5 1 . 6 52 7 53 . 7 54 7 55 7 56 7 57 7
沈

8 0 6 1 1 1 5 ( 5 ) 義巻端嬢釀籏;3 4 2 8 (2)
6 838 5 2 3 4 4 0 ら, のり侮り 封 江隷準巍鳥誕父、 )7 6 6 0 7 8 ヱ 067 8 4 7 3 秋里 ( 因幡浄苑 )8 0

量下 5 0
, 3 ( Cm )

Q29マヱ8 9 7 9 3 9 7 本町 ( 遷喬小 )

鼬 10 4 0のち姫 11 0 まき ! 懇望語主脳1 3 0

27 7 田園町二丁目
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図 1 0 鳥取市地盤沈下等量線図

(昭 和 56 q 7 月 ~ 昭和 5 フ ギー 7 月 の 疣 ト 量 cm )
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凡 例 -- 昭和 5 6 年 7 月 ~昭和 5 7 年 7 月 の沈下等量線

点凖水■
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第 7 章 そ のほかの環境汚染物質

第 1 節 休廃止鉱山の重金属

｢農用地の土壌の汚染防止等に関する法律｣ ( 昭和 4 5 年 1 2 月 2 5 日 法律第 1 3 9 号 ) で は 土壌汚

染の原因 と な る物質の う ち 、 人の健康上問題があ る も の と し てカ ド ウ ム が、 又農作物の生育上問題が

あ る も の と し て銅が指定 さ れてい る 。

カ ド ミ ウ ム について は玄米中の含有量 1 %以上、 銅については土壌中 の含有量 1 2 5 %以上の も の

がそれぞれ被害があ る と さ れてい る 。

休廃山鉱山のなかで、 現在ま で鉱害 と して問題にな っ てい る も の は 、 岩美町荒金の岩美鉱山 、 鳥取市

百谷の百谷鉱山であ る 。

〔 岩美鉱山 〕 明治 2 2 年に開坑 された鉱山で 、 銅 を含んだ鉱水は下流の小田川流瀕tの水 田 約 2 0 0 ヘ

ク タ ー ル に被害を及ぼ し 、 昭和 4 6 ~ 4 7 年にかけて実施した調査では 8 8 検体の玄米の う ち 2 2 検体
　

の玄米に カ ド ミ ウ ム の人為的汚染 ( カ ド ミ ウ ム 0 4 %以上 ) が認め ら れたが、 食品衛生法上食品 と して

取 り 扱われない カ ド ミ ウ ム 1 %以上を含む玄米は認め ら れなか っ た 。 ま た 、 土壌について は米の収量に

影響があ る と判断 さ れる 1 2 5 %以上 の 銅を含有していた土壌が 9 0 地点中 2 4 地点 あ っ た 。 県では鉱

害対策 と して昭和 4 7 ~ 5 6 年度に事業費累。十 4 8 2, 9 1 9 千 円 で鉱水処理施設 、 沈殿物た い積場の設

置及び整備、 捨石たい積場の防護施設工事等を行っ て き た 。 また 、 昭和 5 7 年度は事業費 8 7 , 2 6 3 千円

で沈殿翔7堆積場鉱害防止工事等を実施 した 。

〔 百谷鉱山 ) 開坑の歴史は古い鉱山で、 昭和 4 7 ･ 4 8 年度に、 下流 2 0 ヘ ク タ ー ルに実施 した凋査

では 、 玄米 2 6 検体の う ち 、 人為的汚染 ( カ ド ミ ウ ム o 4 %以上 ) の認め ら れた も のが 2 検体あ っ た 。

土壌では銅 1 2 5 %以上の も のが 2 3 地点の う ち 7 地点認め ら れた 。

鉱害対策 と しては百谷鉱業㈱は 、 昭和 4 8 :年に銅の高汚染地域 1 1 ヘ ク タ ー ルの客土事業 と坑口の完

全閉鎖、 農業用水路の新設等を行い現在に至 っ てい る 。

3 第2節 水銀等重金属類の汚染状況

水銀等によ る環境汚染、 食品汚染の実態を知 る た め 、 農用地 3 1 地点について土壌、 農作物調査を実

施す る と と も に 、 県内魚介類 1 0 検体、 県外魚介類 9 検体について魚介類調査を行 っ た 。 その結果は表

の と お り であ る 。

1 土壌、 農産物掲査

小田川流域の水田 1 4 0 ヘ ク タ ー ルに対 し 、 土 壌中 の重金属含有量について 1 地点及び玄米中の重

金属含有量について 3 0 地点で細密凋査を実施 した 。

そ の結果について み る と 、 澗査地点の土壌中の銅は 1 4 9 .4 % で 、 ｢農用 地の 土壌汚染防止に関す る
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法律｣ に定め る農用地土壌汚染対策地域 ( 田 に限 る 。 ) の指定要件であ る 銅 1 2 5 % を 超 え ていた。 し

か し 、 玄米中の カ ド ミ ウ ム含有量は 3 0 地点平均で 0 3 5 % であ り 、 ｢食 品衛生法｣ で定めてい る 玄

米の カ ド ウ ム基準値 1 %を上回 る も のはなかっ た 。

表 1 1 4 水田土壌及び玄米中の重金属調査結果 ( 単位 . 唯/kg )

地 区

土 壌 玄 米

調査地点 カ ド ミ ウ ム 銅 調査地点

力 ド ミ ウ ム

最高値~最低値 平 均 値

岩美町大字荒金

" 院内

〃 長郷

" 高住

" 岩常

" 河崎

" 太田

1 1 0 5 1 4 9 . 4 3

2

3

3

1 0

4

5

0 5 8 () 0 1 0

0 . 2 0 () 0 0 5

0 . 3 0 () 0 . 0 7

0 . 5 8 () 0 . 1 6

0 7 0 () 0 0 8

0 . 5 6 () 0 4 3

0 . 4 9 () 0 . 1 0

0 4 2

0 1 3

0 2 0

0 3 7

0 . 3 8

0 5 1

0 . 3 3

合 計 1 1 . 0 5 1 4 9 4 3 0 0 . 7 0 () 0 0 5 0 . 3 5

園 昭和 5 7 年度農業改良課調査

2 魚介類嗣査

県内産魚介類 1 0 検体、 県外産魚介類 1 0 検体について総水銀の調査を行 っ た が、 いずれ も 暫定的

規制値 ( 昭和 4 8年 7 月 2 3 日厚生省暫定的規制 ) 総水銀 o. 4 皿を下回 っ てい る 。

表 1 1 5 魚介類調査

区 分

総 水 銀

備 考

検体数 適 不 適 最高値 最低値 平均値

県 内 水場魚介類 1 0 1 0 O o 霧 Nず
P皿

たし ＼ と びう お、 めぼる他

県 外 水場魚介類 1 0 1 0 O 0 1 1 0 0 1 0 . 0 5 割沁 み幻こはた、 かつお 他

話 2 0 2 0 O

園 昭和 5 7 年度衛生課渦査
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第3節 P C B の汚染状況

P C B に よ る食品の汚染の実態を知 る た め暫定的規制値の設け ら れてい る 食品 3 0 検体の調査を行 っ

たが 、 いずれ も 暫定的規制値 ( 昭和 4 7 年 8 月 2 4 日 厚生省暫定的規制 ) を下回 っ ていた 。

表 1 1 6 食品 P C B 汚染調査

種 類 別
総検

体数

検 出 値 暫定的

規制値
適 不適 備 考

最高値 最低値 平均値

魚介類
県内水場
遠 洋 沖 合
魚 介 類

4 N げ N B即 N げ 8瑠5 4 O

遠洋 と び う お、 はた は

た 、 さ ば、 いか、 さ ん

ま 、 ひ ら め 、 かつお、

ズA ワ イ ガN-

内海 : ぼ ら 、 た い、 あ 以

き す 、 め ば る 、 は ま ち、

か ます、 あかはた

内 海 内 湾
魚 介 類

6 0 0 1 N D 3 6 O

県外水場
遠 洋 沖 合
魚 介 類

7 0 0 4 N D 0 . 5 7 O

内 海 内 湾
魚 介 類

3 0 0 2 N D 3 3 O

計 2 0 2 0 O

牛 乳

乳 製 品

肉 類 8 N D N D N D 0 5 8 O 牛肉、 豚肉 、 鶏肉

卵 類 2 N D N D N D 0 .2 2 O 鶏卵

合 計 3 0 3 0 O

@

圏 昭和 5 7 年度衛生課調査

N D 検出 さ れず ( 0 0 1 未満 )
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第 8 章 廃 棄 物

経済の成長、 生活水準の向上に伴 う 各種廃棄物の量的増大 と 質的変化には著し い も のがあ り 、 こ れ ら

の現状に対処 し 、 廃棄物を適正に処理す る ため 、 昭和 4 5 年廃棄物の処理及び清掃に関す る法律 ( 以下

｢廃棄物処理法｣ と い う 。 ) が制定 さ れ、 翌年 9 月施行 さ れた。

廃棄物は 、 表 1 1 7 に示す と お り 事業活動 に伴 っ て排出 さ れ る も のの う ち法令で特定 さ れた産業廃棄

物 と 、 そ れ以外の一般廃棄物に分類 さ れる 。 ÷般廃棄物 と産業廃棄物は 、 それぞれの処理体系に帰属す

る こ と と な る が、 三艘廃棄物の処理は市町村の固有事務 と さ れ、 他方産業廃棄物は、 排出事業者の処理

責任が明定 さ れてい る 。

表 1 1 7 廃棄物の分類

ご 　　　　　　　　　　　　　
( 事業系一般廃棄物 )

第 1 節 一般廃棄物の現況

一般廃棄物は、 し尿 と ごみに大別 さ れ る が、 市町村は こ れ ら の処理について 、 廃棄物処理法第 6 条に

定め る と こ ろ によ り 、 処理すべ き 区域を定め 、 当該区域内 におけ る一般廃棄物の処理につ いて所定の計

画を策定 し 、 こ れに基づ き収集、 運搬、 処理処分をす る こ と にな っ ている 。

計画的 に収集 さ れた一般廃棄物 を生活環境の保全上支障のないよ う 適正に処理処分す る た め には、 処

理施設を整備 し 、 こ れ ら の施設において衛生的に処理す る 必要があ るが 、 施設の整備については 、 各市

町村において廃棄物処理施設整備緊急措置法に基づ き 、 国が定め る 計画によ っ て整備事業の推進が図 ら

れてい る 。

昭和 5 7 年度末現在において 、 一般廃棄物処理施設によ る 衛生処理の体制は、 おおむね整備 さ れてい

る が、 今後、 排出量の増大及び施設の老朽化等に伴い各市町村において 、 施設の新増設及び更新等、 処

理率の向上が図 ら れる よ う 検討す る必要があ る 。

1 し 尿処理

し尿の処理について は、 公共下水道の整備によ り 下水道終末処理施設で処理す る こ と が望ま しいが、
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る 。

しか し 、 大半の家庭は 、 く み取便所であ り 、 こ れ ら の く み取 り し尿及 び浄化槽汚でい等は、 し尿処

設等において衛生処理す る必要があ る 。 昭和 5 6 年度におけ る し尿の処理状況については、 図1 1

、す と お り で あ る 。

し尿処理施設の整備状況等は表 1 1 8 に示す と お り であ る が、 処理率 の 向上及び施設の老朽化等に

う 新増設及び更新を関係市町村において検討する必要があ る 。

図 1 1 し尿処理の状況 ( 昭和 5 6 年度実績 )

処理人口等 ( 単位 人 ) 処理系統図 ( 単位 k 1 /年 ) 収集 し尿処
理内訳比率

①

総

人

口

6 1 2 6 5 9

②

計

画

処

理

区

域

内

入

口

6 1 2 6 5 9

③

水洗化
人 口
1 7 0 4 7 2

⑤
公共下水道
人口 6 5 4 8 5

⑥
し尿浄化槽
人口 10 4 9 8 7

④

非

水

洗

化

人

口

4 4 2 1 8 7

⑦

計

画

収

集

人

口

3 2 5 4 9 4

⑧
自家処理
人 口

1 1 6 6 9 3

し 尿 処 理

施 設

909 %

下水道投入
9 1 %。

排 水
下水道終末処理場

排 水
し 尿 浄 化 槽

し 尿 ⑫汚でい
1 4 7 5 8 4 3 3 9 4 6

⑨ し尿処理施設
1 8 1,5 3 0

し 尿
1 8 2 6 0

⑩ 下 水 道 投 入
1 8 2 6 0

し 尿
5 9 4 4 4

⑪ 自 家 処 理
5 9 4 4 4

( 人口 ベ ー ス )

面 区 域 率 ②/① x 1 0 0 = 1 0 0 0 % - -…- ‐ -〕 ‐}‐‐‐ - -
･ ｢ 公共下水道水洗化率 ⑤/① × 1 0 0 = 1 0 . 7 %

t し尿浄化槽水洗化率 ⑥/① x 1 0 0 = 1 7 1 %
洗 化 率 ③/① x 1 0 0 = 2 7 8 %

水 洗 化 率 ④/① × 1 0 0 = 7 2 2 %

収集率A ⑦/① × 1 0 0 = 5 3 1 % 計画収集率 B ⑦/④ x 1 0 0 = 7 3 6 %

処理率A ⑧/① × 1 0 0 = 1 9 1 % 自 家処理率 B ③/④ x 1 0 0 = 2 6 4 %

人 1 日 当 た り し尿収集量 1 人 1 日 当た り し尿浄化槽汚でい収集量

( ⑨+⑲-⑫ ) x 1 o3÷⑦÷ 3 6 5 ニ ー 4 o “ /入 日 3⑫ × 1 0 ÷⑥÷ 3 6 5 = 0 8 9 β /人 目

人 1 日 当 た り し尿排出量

( ⑨+⑲十⑪ -⑫ ) 1 o 3÷④÷ 3 6 5 = 1 4 0 β /人 ･ 日
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表 1 1 8 し尿処理施設の整備状況
( 昭和 5 7 年 3 月 末現在 )

設置主体名
施 設 の

名 称
施設の所在地

を“
規 模
(k1/日 )

処理方式

稼 動

開 始

年 月

B

昭和 5 6
年度中の
年間処理
実 績
(k 1/年)

B

A× 3 6 5

残渣量

( t メ年)

東部広域行

政管理組合
因幡浄苑

鳥取市秋里

1 0 3 7 番地
1 7 0

好 気 性

消 化
46 1 1 4 8 , 7 8 2 0 7 9 1 1 7

中部広域行

政管理組合

日 の 宮

浄 苑

倉吉市小田字 日 の

官 3 番地
1 2 0

嫌 気 性

消 化
40 7 4 3,5 1 2 0 .9 9 4 , 7 1 4

米子市ほか
9 か町村衛
生施設組合

米 子 市

浄 化 場

米子市安倍

2 1 4 番地

5 6
嫌 気 性

消 化
39 1 1 4 , 3 8 4 0 7 0 5 6

1 2 0
好 気 性

消 化
49 1 2 3 2, 1 2 1 0 . 7 3 1 2 7

白 浜

浄 化 場

西伯郡淀江町中間

8 5 6 番地
8 0 イン 42 4 2 2 , 7 5 0 0 7 8 3 3 2

境 港 市
境 港 市

浄 化 場

境港市小海深津町無

番地
5 6

嫌 気 性

消 化
39 4 1 5 , 0 5 6 0 7 4 1 5 1

日 野町 ･ 江
府町 ･ 日南
町衛生施設
組 合

清 化 園
日 野郡江府町大字

佐川 2 番地
1 4

二段活性

汚 で い
40 4 4,9 2 5 0 9 6 2 3

。十 6 1 6 1 8 1 , 5 3 0 0 . 8 1 5 , 5 2 0

2 ごみ処理

地域住民の 日 常生活に伴 っ て排出 さ れ る ごみは 、 量的には増大傾向か ら横ばいの傾向に転 じてい る

が、 質的にはなお多様化の傾向をた ど っ てお り 、 市町村では こ れ ら の ごみ及び事業活動に伴 っ て生じ

る 廃棄物の う ち所定の も のについて、 収集 運搬、 処理、 処分に至 る二運の作業を処理計画の中で定

めてい る 。

昭和 5 6 年度におけ る ごみ処理の状況は、 図 1 2 及び図 1 3 の と お り であ る が、 市町村の収量計画

によ り 収集 さ れてい る も の は 、 計画処理区域内の総排出量の 7 2 9 %、 事業系二般廃棄物等直接搬入

量は 1 2 1 % 、 自家処理量は 1 5 0 % であ る 。

なお 、 ご み処理施設整備状況は 、 表 1 1 7 、 表 1 1 8 の と お り で あ る 。
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図 1 2 ごみ処理の状況 ( 昭和 5 6 年度実績 )

処理人口等 ( 単位 人 ) 処理系統図 ( 単位 ト ン/年 )
1 5 7 1 6

①

総

人

口

6 1 2 6 5 9

②

計

面

処

理

区

勢
人

口

6 1 1 9 0 5

④

。十

面

収

集

人

口

5 6 7 3 0 3

%⑥収集総量謎郎
可燃 ごみ

1 3 1 0 8 1

埋

立

処

分

6 4 8 9 5

不燃 ごみ
2 7 4 8 7

粗大 ごみ
6 8 2 8

⑦ 直接搬入ごみ
2 7,4 9 6

⑤
自家処理
人 口

4 4 6 0 2
⑥ 自家処理

3 3 8 9 5

◆

1 3 1 0 8 1 焼却施設 残灰

1 1 3 9 6 4 4 1 4 1 2 4 埋
m皺6 T 立
4 粗大 ごみ 1 2 2 0 7

処理施設 処
1 4 6 7 8

分
8 5 1 7

5 5 7 7 6 4 8 9 5

資 源 化
2 4 7 7

1 7 2 7 1

③。十面処理区域外人口 7 5 4

計画収集区域率 ②/① x 1 0 0 = 9 9 .9 %

計 画 収 集 率 ④/① x 1 0 0 = 9 2 6 %

1 人 1 日 当 た り ごみ排出量 A ⑥ x 1 0 6 ÷④÷ 3 6 5 = 7 9 9 g /人 . 日

1 人 1 日 当 た り ごみ排出量 B ( ⑥+⑦+⑧ ) 1 o 6 ÷②÷ 3 6 5 ニ ー ,o 1 5 g /人 日

キ ー 人 1 日 当 た り ごみ拶E B 6 + 7 十 8 1 0 ÷ 2 ÷ 3 6 5 =図 1 3 計画処理区域内におけ る ごみ処理の状況

資源化 自家処理
2, 47 7 トン/年 33 ,895 トンメ年

( 1 1 % ) ( 1 5 0 % )

計画処理 焼却処理
区域内排出量 139,644

埋立処分 226,7 87 トンノ年 トンソ年
50, 77 1 ( 1 oo % )

ト ン/年 ( 6 1 5 % )
( 22 4 % )

園 埋立処分には、 残灰は含ま な い。
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表 1 1 9 ごみ処理施設 ( 粗大 ごみ処理施設を除 く ) 整備状況 ( 昭和 5 7 年 3 月 末現在 )

設置主体名 施設の名称 施設の所在地

設規庭印A施の模/ 炉 型 式

稼動

開始

年月

B

昭和 5 6
年度中の
年間処理
実 績
( t /年)

稼動率

B

(截益嬢)

残渣量

( t /年)

鳥 取 市
神 谷
清 掃 工 場

鳥取市西今在家
2 2 7

1 8 0
連 続
燃 焼 式

49 1 1 4 0 , 1 3 3 0 6 3 4, 4 1 5

国 府 町 こ く ふ浄苑
国府町岡益

5 2 4 、 5 2 5
6
機 械 化
バ ッ チ式

46 1 2 1 , 4 7 9 0 9 6 1 0 7

岩 美 町
岩 美 町
清 掃 工 場

岩美町大字浦富
字坊谷

3 0 メツ 53 6 2,7 3 6 0 4 0 3 1 3

福 部 村 福 部 浄 苑
福部村大字中

1 0 9
6 んソ 5 0 4 6 9 2 0 3 8 7 0

河 原 町
河 原 町
ごみ処理場

河原町大字郷原
4 3 4 - 2

5
固 定
バ ッ チ式

46 4 1 5 0 0 . 7 5 1 0

8
機 械 化
バ ッ チ式

52 4 1 , 5 9 8 0 7 7 1 1 2

若 桜 町
若 桜 町 営
塵芥処理場

若桜町大字浅井 1 0 メツ 51 5 1 , 0 9 8 0 3 7 8 1

智 頭 町
智 頭 町
塵芥処理場

智頭町大字市瀬
1 6 4 3 一 2

8
固 定
バ ッ チ式

44 6 1 , 4 7 7 0 6 3 9 4

八 頭 東 部
衛生施 設組 合

組 合 立
ごみ処理場

船岡町大字水口
1 4 2 一 2

2 0
機 械 化
バ ッ チ式

50 1 0 2 , 7 6 5 0 4 7 1 5 6

佐 治 用 瀬
ごみ処理梅｣殻組合

パン
佐治村大字葛谷
字水工谷478-2

1 2 んソ 48 7 1 4 8 2 0 4 2 7 4

気 高 郡
衛生施 設 組 合

バン
気高町大字八束
水字ガー ガ谷

2 0 イン 48 4 6 , 2 1 8 1 0 4 5 5 9

中 部 広 域
行政管 理 組 合

向 山
清 掃 工 場

倉吉市和田東町
8 9 3

3 6 れソ 4 4 8 9 , 2 7 1 1 0 0 1 , 0 1 6

東 伯
清 掃 工 場

東伯町田越 1 0 4 5 0 れツ 49 1 2 1 2 , 0 6 0 0 . 8 9 1 , 2 0 6

赤 碕 分 場
赤碕町篦津

5 1 4 一 2
5 メア 4 5 3 8 3 5 0 . 5 7 3 8

米 子 市

米 子 市 営
塵芥処理場

米子市長砂町
9 4 6 一 1

6 0 乙ツ 4 6 1 0 O O O

米 子 市
清 掃 工 場

米子市河崎
3 3 3 3

2 9 0
連 続
燃 焼 式

54 4 3 3 , 3 9 8 0 4 2 3,8 1 0

境 港 市
境 港 市 営
塵芥処理場

境港市福定町
6 7 3

3 0
固 定
バ ッ チ式

4 1 4 6 , 9 4 0 0 8 1 7 6 3

2 0 イン 48 . 4 3 , 5 6 2 0 6 5 3 9 2

西伯町外 2 力町
清 掃 施 設
管 理 組 合

新 宮 谷
焼 却 場

西伯町大字法勝
寺字新宮谷2公1

7 ‘ソ 47 5 O O O

能竹焼却場 西伯町能竹 1 0
機 械 化
バ ッ チ式

55 6 1 , 3 3 8 0 4 3 8 7

日 吉 津 村
日 吉 津 村
塵芥処理場

日吉津村日 吉津
1 , 8 6 6

3
固 定
バ ッ チ式

44 2 O O O

3
機 械 化
バ ッ チ式

56 1 6 5 0 0 7 2 2 6

- 1 3 0 -
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@

設置主体名 施設の名称 施設の所在地 A椴蝋檄伽 炉型 式
稼動
開始

年月

B

昭和 5 6
年度中の
年間処理
実 績
( t /年)

稼動率

B

(錘籔)

残渣量

(t ノ年)

淀 江 町
淀 江 町
ごみ焼却場

淀江町大字福岡
字高尾谷

1 0
機 械 化
バ ッ チ式

53 . 4 1 , 8 1 8 0 . 8 5 2 3 1

大 山 町

大 山 町
塵芥処理場

大山町上方2 1 2 5
固 定
バ ッ チ式

46 9 O O O

大山町環境
美化センター

大山町豊房 1 2
機 械 化
バ ッ チ式

56 1 8 2 6 0 2 4 4 2

名 和 町
名 和 町
塵芥処理場

名和町大字大塚
8 7 7 - 2

3
固 定
バ ッ チ式

44 . 4 4 3 6 0 7 6 2 6

5
機 械 化
バ ッ チ式

5 1 . 4 1 , 3 1 8 0 . 8 6 7 9

中 山 町
中 山 町 営
塵芥処理場

中山彌田鰤
山原1 4 1 9一2 2 6

5 ん7 49 . 7 1荘 6 8 0 . 9 5 9 8

日 野 町
日 野 町

塵芥処理場
日野町黒坂 1 8 7

3
固 定
バ ッ チ式

45 7 5 4 7 0 6 1 3 7

5
機 械 化
バ ッ チ式

53 4 9 1 1 0 6 1 6 0

日 南 町
日 南 町
ごみ焼却場

日南町生山 4 5 0 7
固 定
バ ッ チ式

48. 5 1 , 1 4 6 0 7 2 4 0

江 府 町
江 府 町
塵芥処理場

江府町江尾 4 7 5

2 ろツ 45 2 4 5 4 0 7 3 1 6

5
機 械 化
バ ッ チ式

54 4 1 , 1 3 5 0 . 7 3 3 8

溝 口 町
溝 口 町
ごみ処理場

溝皿町上野カマ谷
1 1 0 - 1

2
固 定
バ ッ チ式

45 4 O O 0

7 れ7 50 4 17 0 3 0 8 0 1 2 8

話 8 9 0 1 3 9 ,6 4 4 1 4 , 1 2 4

表 1 2 0 粗大 ごみ処理施設 ( 昭和 5 7 年 3 月 末現在 )

設置主体名 処理場名 型 式

A

公称能力

( t /日)

稼動開始

年 月

B

年間処理
実 績
( t /年)

計量
C

稼動 日数

中部広 域 行 政
管 理 組 合

向 山
清 掃 工 場

圧縮 破砕併用 5 0 4 8 4 4 , 5 1 1 有 2 7 3

西部 広 域行 政
管 理 組 合

中海処理場 圧縮 ･ 破砕併用 1 0 0 4 8 8 1 0 , 1 6 7 有 2 9 7

計 1 5 0 1 4 , 6 7 8

- 1 3 1 -



3 最終処分場

収集 さ れた廃棄物は、 焼却 、 破砕等、 物理的化学的又は、 生物学的な方法によ り 減量、 安定化 され

生活環境の保全上支障の少ない も の と して 自然の受容能力の中に包含 さ れな ければな ら ない。

現在の と こ ろ本県においては、 海洋投棄は行われていな いので、 市町村が設置 して い る ごみ処理施

設か ら 排出 さ れ る焼却残灰及び収集 さ れた不燃物等は 、 最終処分場において埋立処分 さ れてい る 。

市町村が確保 してい る最終処分場は表 1 2 1 に示す と お り で あ る が 、 今後生活様式の変化等と ごみ

の中 に含まれる 不燃性分の増大及び既存の処理場の埋立完了に伴い 、 新た な用地の確保を関係市町村

において検討 してゆ く 必要があ る 。

表 1 2 1 ごみ埋立処分地整備状況 ( 昭和 5 7 :年 3 月 末現在 )

設置主体名 埋立 地 名 所 在 地
撒て

開 始
年 月

欧
終了予
定年月

面 積

範り

全 体
容 量
範3)

残 余
容 量

(nF)

56年度
轍て

実 績
( tメ年)

鳥 取 市
晩 稲 不 燃 物
処 理 場

鳥取市晩稲 5 3 5 1 . 7 57 6 3 8 0 0 0 9 5 0 0 0 4 0 0 0 1 5 4 9 0

東部広 域 行 政
管 理 組 合

高草清 掃工 場
鳥取市里仁

6 3 7 ~ 1 8
4 7 8 59 3 2 5 0 0 0 2 5 5 0 0 0 4 3 9 0 6 2 1 8 1 0

岩 美 町
岩 美 町 清 掃
工 場 灰 捨 場

岩美町大字悪志

字奥飯部
53 9 62 8 9 5 0 5 7 0 0 4 4 4 5 3 3 3

国 府 町 こ く ふ 浄 苑
国府町大字岡益

5 2 4
4 6 . 12 6 1 . 3 9 5 0 4 , 1 0 0 1,3 9 0 2 9 3

福 部 村
福 部 村
残 渣 処 分 地

福部村大字中 50 4 6 6 3 8 8 1 1 , 7 6 2 13 0 6 7 0

青 谷 町
青谷町一般家庭
粗大 ごみ処理場

青谷町大字蔵内
2 1 3

56 3 59 . 3 6 8 2 7 4 2 4 9 2 2 5 0

河 原 町
河 原 町
ご み 埋 立 地

河原町大字中井
4 3 7

47 4 60 3 5 7 0 0 9 6 0 0 1 1 0 2 8 9 2

若 桜 町
若 桜 町 営
不燃物 処 理 場

若桜町大字浅井 46 4 60 3 4 0 0 0 2 0 0 0 0 7 9 5 6 9 8 5

佐治 ･ 用瀬 ごみ
処理施 設 組 合

佐治 ･ 用瀬ごみ処
圏鞭凱琺蟇議ミ鰊駒場

佐治村葛谷 54 8 64 7 2 00 6 0 0 2 9 3 7 4

気 肯 郡同

衛生施 設 組 合
組 合 灰 捨 場

青谷町大字青谷
字頭無

49. 4 58 . 3 8 0 0 3 8 0 0 6 1 9 5 5 9

中 部広 域 行 政
管 理 組 合

向 山 埋 立 地 倉吉市和田東町 44 . 8 5 8 3 6 0 0 0 1 7 0 0 0 5 5 7 2 3 0 5 6

東 伯 埋 立 地 東伯町大宇田越 49 12 60 3 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 8 5 6 0 9 12 4 4

岡 埋 立 地 倉吉市岡 55 1 2 58 1 2 6 9 8 4 3 0 8 2 2 5, 1 0 0 5, 1 2 9

名 和 町
名 和 町 焼 却
残 渣 埋 立 地

名和町西坪
1 0 7 4 - 1

50 . 6 57 3 7 0 0 8 0 0 1 0 5 1 0 5

大 山 町
大 山 町

不燃物 処理 場
大山町量房字粟
ケ谷 1 9 9 4

53 4 58 3 5 0 0 1 0 0 0 0 6 0 6 6 4 8 0

日 吉 津 村
日 吉 津 村

残 灰 埋 立 地
日吉津村 日吉津 46 4 58 . 3 1 0 0 3 0 0 1 2 0 2 6

境 港 市 不燃物 埋 立 地 境港市渡町 1 1 9 46 5 60 3 1 1 8 2 7 5 9 1 3 5 1 4 0 2 4 4 5 1 2

淀 江 町
佐 陀 不 燃 物
処 理 場

淀江町大字佐陀
字灘浜 1 4 5 6 ~1

5 1 4 60 3 8 9 2 3 5 7 0 1 5 8 1 2 3 1

西部広 域 行 政
管 理 組 合

米子市紙園町冲
米子市概園町

2 丁目
47 1 1 62 3 2 3 5 7 0 0 9 4 1 6 0 0 3 8 5 6 0 0 1 0 0 0 0

計 // 3 4 9 8 6 6 1 5 5 9 5 3 1 5 6 9 2 8 6 6 5 5 3 9

- 1 3 2 -‐



4 し尿浄化槽

近年、 生活水準の向上、 生活様式の変化等に伴い、 便所の水洗化への動 き は 、 と みに高ま り し尿浄

化槽の設置基数は急激に増加 してお り 、 昭和 5 7 年度末には 、 2 0, 3 1 5 基を数えてい る 。

しか し、 こ れ ら の し尿浄化槽は、 必ず し も 適切に維持管理等が さ れてい る も のばか り と は言 えず、

そ の放流口火 によ る公共水域の水質汚濁、 悪臭の発生等が問題 と な る こ と も あ り 、 こ れ ら の維持管理に

ついて十分指導監督を強化 してゆ く 必要があ る 。

し尿浄化槽の設置基数の推移及び保健所別設置基数は、 それぞれ図 1 4及 び表 1 2 2 に 示 す と お り

であ る が、 激増す る浄化槽の設計施工及び維持管理等 を適正に させ、 生活環境の保全上の支障 と な ら

な い よ う 指導す る た め 、 昭和 5 2 年 1 1 月 鳥取県し尿浄化そ う 指導要綱 を策定 し 、 市町村及び関係

業界 と協力 して こ れに当た っ てい る と こ ろ であ る 。

図 1 4 し尿浄化槽設置基数の推移
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表 1 2 2 保健所別 し尿浄化槽設置基数 ( 昭和 5 8 年 3 月末現在 )

人 槽＼＼＼礎所 鳥 取 郡 家 倉 吉 米 子 根 雨 話

~ 2 0 5 , 1 8 6 1 , 3 6 2 3 , 4 0 3 5 , 4 7 4 2 8 7 1 5 , 7 1 2

2 1 ~ 5 0 6 9 9 1 3 2 7 2 0 1 , 0 5 3 7 3 2 , 6 7 7

5 1 ~ 1 0 0 3 2 2 5 6 2 7 9 4 4 9 5 3 1 , 1 5 9

1 0 1 () 2 0 0 1 2 7 2 0 1 1 7 1 6 0 2 0 4 4 4

2 0 1 () 3 0 0 4 9 1 3 4 7 6 1 7 1 7 7

3 0 1 () 5 0 0 3 1 5 2 5 3 4 4 9 9

小 計 6, 4 1 4 1 , 5 8 8 4, 5 9 1 7 , 2 3 1 4 4 4 2 0 , 2 6 8

5 0 1 () 1 , 0 0 0 1 5 2 4 1 7 1 3 9

1 , 0 0 1 () 2 , 0 0 0 2 4 6

2 , 0 0 1 ~ 3, 0 0 0 1 1 2

小 計 1 7 2 5 2 2 1 4 7

合 計 6, 4 3 1 L 5 9 0 4 ,5 9 6 7, 2 5 3 4 4 5 2 0, 3 1 5

5 廃棄物関係監視 指導状況

廃棄物処理法第 1 9 条に基づ く 立入検査状況は表 1 2 3 の と お り であ る 。 6 等 ′
･ も ･ ‘ ‘

表 1 2 3 廃棄物関係監視 . 指導状況 ( 昭和 5 7 :年度 )

珍蔵諭さ所
鳥 取 郡 家 倉 吉 米 子 根 雨 合 計

立入

検査
件数 朧

立入

検査
件数

王劉鮮
検 査
件 数

立入

検査
件数 朧

立入

検査
件数 朧

立入

検査
件数 朧

立入
検査
件数

理化学
検 査
件 数

般廃棄物

し 尿処 理 施 設 1 1 1 1 1 6 3 6 4 9 4 8 9 6 8 5 1 0 1

し 尿 浄 化 槽 7 9 0 1 3 7 2 2 4 6 4 5 2 1 8 0 9 7 5 1 2 0 1 4 7 6 0 2 ,6 5 7 4 6 1

ご み処 理 施 設 1 6 9 1 3 1 0 3 9 3 7 3 5 3 2 2 8 1 3 1 8 8

粗 大 ご み
処 理 施 設

1 7 1 9

そ の 他 1 0 1 3 1 0 3 3

小 計 8 2 8 1 5 7 2 5 0 7 4 5 9 3 1 5 3 1 ,0 6 2 2 0 0 1 8 4 6 6 2 ,9 1 5 6 5 0

産業廃棄物
排 出 事 業 所 1 8 1 3 2 1 1 5 4 2 7

産 業 廃 棄 物
処 理 業 者

6 1 7

産 業 廃 棄 物
中 間処 理施 設

5 8 1 2 1 3 1 4 9 8 5 2 1

産 業 廃 棄 物
最 終 処 分 場

8 3 3 4 8 6 4 9 7 3 8

そ の 他 2 2 9 1 3

小 計 1 6 1 4 6 2 4 9 2 3 2 1 8 2 4 4 6 6

その

他
下 水 道 終 末
処 理 施 設

2 2 2 2 3 7 3 6 5 9 5 8

合 計 1P 1 1 2 2 5 2 5 2 7 4 6 4 2 1 5 5 14 2 9 2 5 4 1 8 4 6 6 3 ,2 1 8 7 7 4

- 1 3 4 -
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第2節 産業廃棄物の現況

事業活動に伴っ て排出 さ れ る 産業廃棄物は、 生産活動の拡大 と 消費生活の向上によ り 増加の一途をた

ど り 、 ま た 、 質的に も 多様化す る 状況にあ る 。

本県においては、 昭和 5 6 年度に産業廃棄物実態澗査を行い こ れを基 に昭和 5 7 年 7 月 に第二次の

処理計画を策定 し 、 計画 目標年度を昭和 6 5 年度 と した 。

1 産業廃棄物処理計画の概要

( 1 ) 産業廃棄物の発生状況

昭和 5 5 年におけ る産業廃棄物の発生量は、 表 1 2 4 の とお り であ り 、 2 , 8 4 8 , 6 3 1 ト ンと推話される 。

業種別では 、 製造業が 1, 3 2 6 , 5 8 9 ト ンノ年の発生量の 4 6 6 % を 占 め 最 も 多 く 、 次 い で農業

9 1 9, 4 6 6 ト ン /年の 3 2 3 %であ り 、 以下鉱業 1 1 1 % 、 建設業 7 2 % と な っ てい る 。

種類別では、 無機性汚でいが 1 ,0 4 0 , 8 0 3 ト ンノ年 と 3 6 . 5 % を占 め最 も 多 く 、 次いで家畜ふ ん尿

9 9 1 6, 5 8 0 ト ンノ年の 3 2 2 % 、 有機性汚でい 6 6 6,6 2 2 ト ンメ年の 2 3 4 % と な っ てい る 。
ま た 、 地域別では、 西部地域 1 ,5 5 6 , 3 9 7 ト ンノ年の 5 4 6 % 、 東部地域 8 6 0, 5 4 7 ト ンノ年の30 2

% 、 中部地域 4 3 1 , 6 8 7 ト ン/年の 1 5 2 %の順 と な っ てい る 。

表 1 2 4 昭和 5 5 年全域推計発生量
( t /年 )

総計 漁業 鉱業 製造業
卸 ･

d況慧馨
電気 ･
ガ、 ス

水道業

サービ

ス 業
薙諜 農業

総 計 2 8 4 8 6 3 1 1 1 1 3 1 6 3 1 9 1 3 2 6 5 8 9 4 1 7 4 9 8 0 7 0 8 8 6 4 8 5 1 2 0 5 2 5 5 9 1 9, 4 6 6
燃 え が ら 1 9 1 5 n̂U nU 1 9 1 0 n̂U AV nU nU 一にu一

計

汚でい l 無機性汚でい
- 有機性汚でい

1 7 0 7 4 2 5 八U 2 8 0 0 3 5 1 1 8 4 3 8 5 9 0 7 5 8 7 0 7 2 3 9 1 3 1 7 0 4 0 4

1 0 4 0 8 0 3 n…U 2 8 0 0 3 5 5 8 9,0 0 9 9 0 7 5 8 ハ̂U 3 9 0 1 7 0 4 0 4

6 6 6 6 2 2 nU 一nU 5 9 5 3 7 6 nU 一nU 7 0 7 2 3 5 2 3 nU

。十

一 般 廃 油
廃 油 固 型 油

油 で い

2 3 6 5 7 5 1l- 4 0 4 1 3 0 9 1 4 0 一にU一 4 1 1 2 0

一 般 廃 油 2 3 0 2 7 1 ,II･▲ 3 6 4 1 2 9 1 1 4 0 にじ 4 1 0 2 0

固 型 油 1 4 nU nU 1 4 nU n…U AV 一nU一 ハU

油 で い 4 9 膚4･ 一nU 2 6 1 8 一nU n̂U 1I▲ nU

廃 酸 1 4 6 9 ハU nU 1 4 1 2 nU nU 一nU 5 7 一nU

廃 ア ル カ リ 7 3 一nU一 n̂U 5 2 nU ハU nUY 2 1 nU

計

廃プフス i 廃 プフスチック
チ ッ ク類 廃 タ イ ヤ

5 9 0 0 2 5 nU 2 5 8 9 8 2 9 5 4 4 2 3 3 3 4 7 1 5 3 1

4 4 6 0 2 5 nU 2 5 8 1 4 5 1 6 2 2 1 3 4 7 1 5 3 1

1 4 4 0 AV) n̂U 8 7 8 4 5 2 8 0 1 2 0 0

紙 く ず 7 0 1 1 7 0 1 1

木 く ず 6 9 5 5 6 6 9 5 5 6

繊 維 く ず 4 7 9 4 7 9

動 植 物 性 残 さ 2 2 7 2 6 2 2 7 2 6

ゴ ム く ず 1 9 nU n̂u 1 9 0 0 0 0 0

金 属 く ず 2 1,0 1 3 1 1 9 9 1 7 5 3 3 1 1 1 3 2 3 1 1 4 6 1 2 1 8 6 6 2

ガフス くず及こ鰕陥紐獺磁器くず 92 0 2 nU nU 7 0 1 9 1 6 7 1 0 1 8 9 8 2 5 2

鉱 さ い 4 8 3 3 0 AV 3 6 1 8 4 1 1 2 3 7 0 0 0 0 9 0 9

建 設 廃 材 3 3 0 4 7 nU AV 9 1 0 0 0 0 3 2 9 5 6

ダ ス ト 類 1 6 6 AV 一nU 1 6 6 0 0 0 0 0

家 畜 ふ ん 尿 9 1 6 5 8 0 9 1 6,5 8 0

家 畜 の 死 体 1 3 5 5 1 3 5 5

-- 1 3 5 一‐



( 2 ) 産業廃棄物の処理 . 処分状況

ア 処理 処分の概要 ( 農業及び水道業を除 く 。 )

実態調査によ っ て推計 さ れた産業廃棄物発生量 ( 農業及 び水道業を除 く 。 ) は 1 , 8 5 8, 4 4 2 ト ンノ

年で、 そ の処理 . 処分状況は表 1 2 5 の と お り であ る 。 こ れによ る と 、 発生量の 8 4 1 %に当 た る

1 ,5 6 2, 5 7 5 ト ンノ年が何 らかの形で中間処理 さ れ、 2 3 . 2 % に当た る 4 3 0, 0 5 8 ト ン ノ年が最終

的な処分の対象 と な っ て いる 。 処分の内訳については 、 処分対象量の 7 5. 2 %が再生利用 さ れ 、

2 4 1 %が埋立処分 さ れてい る 状況 と な っ てい る 。

表 1 2 5 種類別処理 処分状況 ( 農業及び水道業を除 く ) ( t /年 )

発 生 量 中間処理量 処分対象量
処 分 の 内 訳

再生利用量 埋立処分量 保管 ･ その他

総 計
1 ,8 5 8 , 4 4 2

( 1 0 0 0 )
1 , 5 6 2 , 5 7 5

(8 4 . 1 )

4 3 0 , 0 5 8

( 2 3 2 )
<1 0 0 0>

3 2 3 ,3 5 6

( 1 7 4 )
<7 5. 2>

1 0 3 ,8 2 6
( 5 . 6 )

<2 4 . 1>

2,8 7 6

( 0 . の
<0. 7>

無機性汚でい
1, 0 4 0, 8 0 3

( 1 0 0 . 0 ) 1 , o o 後 ろ 為 1 3 %報 為
<1 0 0 0◇

1 o を残務)
<7 3 6>

3 6, 7 9 9

( 3 5 )
<2 6 3>

( 8 3 )
<0 0◇

有機性汚でい
5 9 5,8 9 9

( 1 0 0 0 )
5 1 9, 8 5 2

( 8 7 . 2 )

8 7 , 1 3 7

( 1 4 . 6 )
<1 0 0 . 0◇

7 5 , 9 9 6

( 1 2 . 8 )
<8 7 2>

1 0, 9 8 3

( 1 . 8 )
<1 2 6>

~ 8 8 )
<o 2◇

木 く ず
6 9, 5 5 6

( 1 0 0 . 0 ) 1 を室 鰺; )
5 6 , 5 8 1

( 8 1 3 )
<1 0 0 0>

4 9,8 8 6

( 7 1 7 )
<8 8 2>

6,6 1 0

( 9 . 5 )
<1 1 7>

(脇
<0 1>

鉱 さ い 隻 葺き 88 )
1 2 ,4 1 1

( 2 5 7 )

4 8 , 3 3 0

( 1 0 0 . 0 )
<1 0 0 0◇

3 7,6 7 5

( 7 8 0 )
く7 8 0◇

1 0 , 4 9 1

( 2 1 7 )
<2 1 7>

惚 釜)
<o. 3◇

建 設 廃 材 を8 3 8 ) をZ 至公 )
3 3 , 0 4 7

( 1 0 0 . 0 )
<1 0 0 . o◇

う掌 ら 8 )
<1 7 0◇

2 5 , 7 0 1

( 7 7 8 )
<7 7 8◇

1 'ほら
<5. 2>

動植物性残 さ
2 2, 7 2 6

( 1 0 0 0 ) 擢 巻)
2 1 , 4 7 9

( 9 4 5 )
<1 0 0 . 0◇

2 1 , 1 7 2

( 9 3 2)
<9 8. 6>

2 7 5

く翳ら
3 2

( 0 . 1 )
<0 1>

そ の 他 磐撚 る)
7違 7 1
( 1 5 . 5 )

4 3 , 5 8 7
( 9 0 7 )

<1 0 0 0>

2 9, 9 8 0
( 6 2 4)
<6 8 8◇

1 2, 9 6 7

翳 る‐籾
伎鯰)
<1 5>

備考 ( ) 発生量に対する割合

< > 処分対象量に対す る割合

イ 農業か ら の産業廃棄物の処理 処分状況

の 家畜ふん尿

家畜ふん尿の発生量は、 9 1 6 , 5 8 0 ト ンノ年 と推計 さ れ、 そ の処理 . 処分状況は図 1 5のとお

り であ り 、 ほ と ん どが雄 き ゅ う 肥、 液肥 と し 、 あ る いは未処理の ま ま肥料 と して農地還元 ( 再

生利用 ) さ れてお り 、 有効利用 さ れていな い も の は廃棄及び焼却後埋立処分であ る がそれぞれ

1 0 % 、 1 9 % と な っ てい る 。



図 1 5 家畜ふん尿の処理 処分状況

機械乾燥後農地還元 / 焼却後埋立処分 1 9 %
t 焼却後農地還元 0. 1 %耕作地 0. 4 %

そ の他 o 9% 日

一耕作 農地還元
地

廃棄 , .% 9 O % 月現 靴 堆灘 247 %
譲 渡 91 6, 580 t/年

5 8 % 未処 100 ‐ o % “ 讓 渡理まのま処
32 9 % 1 6 3 %

農地還元 そ

　 　 　
･ ん 9 16 , 580 t /年

@ “) 農業用廃プフ ス チ , ク
農業用廃プフ スチ ッ ク の発生量は、 1 , 5 3 1 ト ン/年 と な っ てお り 、 その処理 ･ 処分状況につ

いて焼却処理が最 も 多 く 6 3 . 3 % を 占め 、 以下埋立処分 1 8 9 % 、 回収等その他処理 1 2 7%外 再

生利用 5 1 % と な っ てい る 。

ウ 水道業か ら の産業廃棄物は、 下水道終末処理場か ら発生する 有機性汚でいであ り 、 その発生量

は 7 0, 7 2 3 ト ン/年 ( 県土木部調査によ る ) と な っ てお り 、 脱水 焼却等中 間処理によ り 8 9 2

ト ン/年に減量 さ れた後、 焼却灰 と して埋立処分 さ れてい る 。

処理計画

実態調査の結果か ら 、 産業廃棄物発生量を予測する と、 昭和 6 0年“窃ついで約 3 4 2 万 ト ン 、 昭和 6 5

年において約 3 7 9 万 ト ン と な る 。 こ れ ら の産業廃棄物発生量の増加を踏ま えて処理計画を定め 、

よ り 適正な処理 を図 る こ と と した 。

ア 処理責任の明確化

事業者は、 法に規定 さ れる事業者処理責任に基づ き 中間処理施設の整備、 共同処理の推進等に

よ り 適正な処理を行 う と と も に 、 廃棄物の資源化、 再生利用 に努め る 。

産業廃棄物処理業者は、 事業者の責務 を補完す る 立場であ る こ と を 自覚 し た上で、 中間処理施

設及び最終処分場の整備、 処理技術の向上に努め、 適正な処理を行 う も の と す る 。

ま た 、 市町村は･一般廃棄物の処理計画 と の整合性を図 り 、 一般廃棄物 と の併せ処理に努め る も

の と し 、 県は 、 事業者等の行 う 産業廃棄物の処理及 び資源化 ･ 再生利用 に関 し必要な指導 助言

を行 う と と も に、 円滑な事業推進が図 ら れ る よ う 、 処理技術等の情報の収集 提供、 広報活動の

実施に努め る 。

(3)

の @
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イ 方法別処理 . 処分

産業廃棄物の処理に当た っ て は 、 保管、 収集 運搬、 中間処理、 最終処分の流れに沿 っ てそれ

ぞれ法に定め る 基準によ り 適正 に行 う と と も に 、 再生利用 の促進を図 る 。

ま た 、 保管施設、 収集 ･ 運搬容器及び車両は産業廃棄物の性状等に応 じた構造の も の を用 い、

中間処理施設及び最終処分場の設置に当た っ ては、 周辺の生活環境の保全に配慮す る 。

処分の実施に当た っ ては、 適切な処理技術並びに処理施設を用 いて 、 産業廃棄物の減量化、 安

定化、 無害化を図 り 、 地下水及び公共水域の汚染等二次公害の発生防止に十分配慮 して埋立処分

を行 う こ と と す る 。

ウ 種類別処理 処分

無機性汚でいは、 本県の産業廃棄物発生量の 3 7 %を 占め る が 、 最 も 多 い窯業 ･ 土石製品製造

業並 びに鉱業か ら の砂利洗浄汚でいについて は、 排出場所において脱水 ･ 乾燥の処理を行っ た後、

再利用 に努め る も の と し 、 他の無機性汚でいについては無害であ る こ と を確認 して埋立処分す る

こ と と す る 。 有機性汚でいについては 、 焼却等中間処理後埋立処分す る と と も に 、 農地還元す る 川 )
等再生利用 を図 る こ と と す る 。 いずれに して も 、 中間処理施設の整備等によ り 減量化に努め る も

の と す る 。

家畜ふん尿は 、 産業廃棄物発生量の 3 2 % を 占 めてい る が 、 その う ち 9 7 %が農地還元等有効

利用 さ れてい る現状か ら 、 有機質肥料源 と し ての有効利用 を更に推進する も の と す る 。

ま た 、 木 く ず、 紙 く ず、 繊維 く ず等焼却可能な も のについては、 焼却後埋立処分す る こ と と し 、

建設廃材、 ガ フ ス く ず及び陶磁器 く ず等については 、 破砕等適切な 中間処理後土地造成等への再

利用 を推進す る も の と す る 。

( 4 ) 処理。十画の推進

計画の推進に当た っ て 、 県は 、 広報を実施 して 、 事業者及び処理業者に対す る処理責任 と適正処

理の認識、 二般住民に対する 産業廃棄物の正 しい認識 と法の趣旨の理解を図 る と と も に 、 事業者及

び処理業者への監視 ･ 指導 を強化 して 、 適正な処理 ･ 処分の推進を図 る も の と す る 。

事業者は 、 製造工程等産業廃棄物の発生過程の見直 し等によ り 発生量を抑制す る と 同時に、 資源

化 . 再生利用の促進によ り 処理の合理化を図 る と と も に 、 適切な処理施設の設置及び最終処分場用

地の確保等に努め る も の とす る 。

( 5 ) 産業廃棄物処理専門部会

昭和 5 0 年に策定 した産業廃棄物処理計画実施指導方針に基づ き 設置 した産業廃棄物処理専門部

会について は 、 必要に応 じて開催 し 、 適正な処理方針を検討す る も の と す る 。

2 産業廃棄物処理業の許可の現況

産業廃棄物の処理を業 と して行お う と す る者は 、 当該業 を行お う と す る 区域を管轄す る都道府県知

事の許可を受け な ければな ら ないが、 本県におけ る 許可の現況は表 1 2 6 の と お り であ る 。
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産業廃棄物処理業者に対 しては 、 処理設備の整備等の指導によ り 、 適正処理の推進を 図 る も の と す

る 。

表 1 2 6 産業廃棄物処理業の許可の現況 ( 昭和 5 8 年 3 月 末現在 )

＼＼＼~邁鑿淺業の種類

安 定 型

産業廃棄物

管 理 型

産業廃棄物
廃 油 類

廃 酸

廃アル カ リ

分 類 計

(実業者数)

県内業者
収 集 運 搬 5 8 5 O 1 8 ( 1 3 )

収集 . 運搬 、 中 間処理 O 2 1 O 3 ( 3 )

収集 . 運搬 、 最終処分 4 5 O O 9 ( 6 )

県 外 収 集 . 運 搬 業 者 1 6 1 6 1 7 8 5 7 ( 3 8 )

備考 ( 1 ) 安定型産業廃棄物 と は、 廃プ フ ス チ ッ ク 類、 ゴ ム く ず 、 金属 く ず、 ガ ラ ス く ず及び陶磁器

" く ず、 建設廃材を い う 。
( 2 ) 管理型産業廃棄物 と は 、 安定型産業廃棄物、 廃油類、 鹿酸、 廃アルカ リ 以外の産業廃棄物

を い う 。

@ @
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第 9 章 中小企業者に対す る貸付け

くり 県では、 企業が公害防止施設を設置する 場合に、 企業の公害防止を側面か ら援助す る た め 、 昭和46

年度か ら 、 公害防止施設整備に対す る貸付けを行 っ てい る 。

表 1 2 7 鳥取県公害防止資金貸付制度 0昭和 5 段年度 )

貸 付 対 象 中 小 企業 者 又 は 事 業 協 同 組 合 等

対 象 施 設

貸 付 限 度 額

貸 付 利 率

返 済 方 法

取 扱 金 融 機 関

土地 、 建物、 構築物、 機械設備

3, 0 0 0 万円以内

年 6 3 %以内 ( 保証付の場合年 6 0 %以内 )

7 年以内 ( 1 年以内の据置 き を含む。 )

商工組合中央金庫鳥取支店

昭和 5 2 年度以降の貸付実績は、 下表の と お り であ る 。

表 1 2 8 公害防止資金貸付実績

年 度 貸 付 件 数 貸 付 金 額

昭 和 5 2

5 3

5 4

5 5

5 6

5 7

7 件

8

1 1

5

4

6

1 0, 0 0 0 万円

8, 1 7 7

1 5 , 2 8 8

7, 3 8 0

1 0, 8 0 0

1 0, 0 7 5

表 1 2 9 施設別貸付実績

べし、＼＼＼＼＼＼庭選別
＼ 貸 、年度 付実績

汚水処理施設 ぽい じん防止施設 そ の 他

件 数 貸 付 金 額 件 数 貸 付 金 額 件 数 貸 付 金 額

昭和 5 2

5 3

5 4

5 5

5 6

5 7

7 件

6

1 1

5

3

2

1 0 , 0 0 0 万円

7, 5 9 9

1 5 , 2 8 8

7, 3 8 0

9, 0 0 0

2 , 8 2 5

‐件

2

1

一万円

5 7 8

1 , 8 0 0

一件

4

一万円

7, 2 5 0

-- 1 4 0 --



( 2 ) 中小企業近代化資金助成法によ る 設備近代化資金 ( 無利子 ) によ る 貸付け

表 1 3 0 中小企業設備近代化資金貸付実績

年 度 件 数 金 額 対 象 施 設

昭和 5 2

5 3

5 4

5 5

5 6

5 7

1 件

4

4

2

2 2 3 万円

2, 0 4 5

2 , 7 5 0

1 , 4 4 1

汚水処理施設

" 3 その他 1

( 3 ) 中小企業金融公庫、 国民金融公庫によ る貸付け

表 1 3 1 中小企業金融公庫、 国民金融公庫によ る貸付実績

" ( 産業公害防止貸付 ) ( 公 害 貸 付 )

＼＼＼＼＼＼＼＼遼=度
＼＼ 貸 、年 度 貸付実績

中 小 企 業 金 融 公 庫 国 民 金 融 公 庫

件 数 金 額 件 数 金 額

昭和 5 2

5 3

5 4

5 5

5 6

5 7

4 件

8

2

2

1

5

8 , 4 0 0 万円

3 6, 1 0 0

2 2 , 0 0 0

5 , 0 0 0

3 , 0 0 0

1 0 , 5 5 0

1 件

2

1

7

1

6 0 0 万円

3 7 0

1 6 0

4 , 0 5 0

3 , 0 0 0

( 4 ) 公害防止事業団貸付け

表 1 3 2 公害防止事業団貸付実績

年 度 件 数 金 額 対 象 施 設

昭和 5 3

5 4

5 5

5 6

5 7

1 件

1

2

1 , 8 0 0 万円

1 2, 0 0 0

9 , 9 0 0

廃棄物処理施設

汚水処理施設

産業廃棄物処理施設 ( 6,9 0 0万 )

汚水処理施設 ( 3, 0 0 0 万 )
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第 1 0 章 公害紛争処理 公害苦情等

第 1 節 公害紛争処理制度の現況

公害を め ぐ る 紛争は、 因果関係の解明が困難な と こ ろか ら 、 公害の裁判によ る解決に膨大な時間 と費

用 を要す る のが実情であ り 、 しか も 公害の被害は単に財産上の被害に と ど ま らず、 人の健康、 生命に及

ぶ場合 も 少な く な く 、 ま た 、 被害者は比較的弱い立場にあ る 一般住民であ る のが通例であ る 。

こ のた め 、 訴訟 と は別に紛争 を早期に解決す る こ と を 目 的に 、 昭和 4 5 年に公害紛争処理法 (昭和4 5

年法律第 1 0 8 号 ) が制定 さ れた 。

こ の法律に規定す る紛争処理の方法は、 あ っせん、 調停、 仲裁並びに裁定 と な っ てお り 、 紛争処理機

関は、 中央機関 と都道府県機関 と があ り 、 都道府県の機関については 、 常設の審査会方式の機関 と紛争

処理にあた るべ き候補者を あ ら か じ め委嘱 してお く 名簿方式 と があ る 。

本県の場合は、 名簿方式を採用 し 、 公害審査委員候補者 1 3 名 をお き 、 公害紛争事件が申請 された場

合は 、 知事が候補者の中か ら 3 人の委員を選出 し 、 公害紛争の処理にあた る体制 を と っ てい る 。

第2節 公害苦情受理処理状況

公害苦情受理状況 ( 県、 市町村新規受理分 )

( 1 ) 昭和 5 7 年度におけ る 本県の公害苦情受理状況は 2 1 7 件であ り 、 昭和 5 6 と年度 2 0 9 件に比べて

8 件増加 してい る 。

(幼 年度別公害苦情種類別受理件数は 、 次の と お り で あ る 。

蕊菩薩蝨~＼＼＼態度 昭和 5 2 5 3 5 4 5 5 5 6 5 7

大 気 汚 染 1 6 2 4 1 1 3 1 6 1 5

水 質 汚 濁 3 7 5 9 4 4 3 4 3 4 3 1

騒 音 3 6 3 5 3 7 3 6 3 7 2 5

振 動 1 5 3 7 4 3

悪 臭 3 5 4 0 3 2 1 7 2 9 2 6

土 壌 汚 染 1

そ の 他 4 5 3 4 4 4 7 6 8 8 1 1 7

話 1 7 0 1 9 7 1 7 1 1 7 3 2 0 9 2 1 7

公害の種類別苦情は 、 昭和 5 7 年度受理件数中では 、 水質汚濁 3 1 件 ( 1 4 % ) 、 悪臭 2 6件( 1 2

% ) 、 騒音 2 5 件 ( 1 2 % ) 大気汚染 1 5 件 ( 7 % ) 振動 3 件 ( 1 % ) そ の他 1 1 7 件 ( 5 4

% ) と な っ てい る 。
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( 3 ) 受理件数の多 い市町村は 、 米子市 9 7 件 ( 前年度 6 3 件 ) を最高 に、 鳥取市 4 8件 ( 前年度 5 8件 ) 、

倉吉市 2 6 件 ( 前年度 3 5 件 ) 佐治村 1 0 件 ( 前年度 1 0 件 ) 赤碕町 8 件 ( 前年度 6 件 ) の順

と な っ てい る 。

2 公害苦情の処理状況

昭和 5 7 年度におけ る 公害苦情件数 2 1 7 件中解決 した も の 2 0 8 件で、 解決率は 9 6 % と な っ てい

る 。 昭和 5 7 年度の公害苦情種類別処理状況は 、 次の と お り であ る 。

公害の種~類＼＼＼＼＼区 分 受 理 件 数 A 解 決 件 数 B 解決率 ( 暮 Xm o )%

大 気 汚 染 1 5 1 5 1 0 0

水 質 汚 濁 3 1 3 0 9 7

騒 音 2 5 2 1 8 4

振 動 3 3 1 0 0

悪 臭 2 6 2 3 8 8

そ の 他 1 1 7 1 1 6 9 9

話 2 1 7 2 0 8 9 6

@

3 公害の種類別発生源内沢

公害の発生源別では 、 製造業 5 1 件 ( 2 3 % ) 畜産業 1 8 件 ( 8 % ) 、 商店飲食店 1 1 件 ( 5 % ) 、

建築土木工事 1 0 件 ( 5 % ) 家庭 8 件 ( 4 % ) その他 1 1 5 件 ( 5 3 % ) と な っ て い る 。

種 類＼、、、＼発生源 製造業
建築土

木工事

交 通

機 関
畜産業 家 庭

商 店

飲食店
その他 計

大 気 汚 染 6 1 2 1 5 1 5

水 質 汚 濁 1 7 1 6 1 6 3 1

騒 音 8 3 2 1 4 7 2 5

振 動 2 1 3

悪 臭 7 1 7 4 7 2 6

そ の 他 1 3 3 1 2 3 6 8 9 1 1 7

。十 5 1 1 0 4 1 8 8 1 1 1 1 5 2 1 7

0 ~ @
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公害の種類別件数 ( 新規 )＼＼、区分 き＼＼一" ]＼＼＼市町村名 大気 水質 土壌 騒音 振動 悪臭 話 その他 合計鳥取市 9 6 16 3 11 54 3 84米子市 3 1 4 ^<
〕

9 79倉吉市 1 15 2 4 22 4 62境港市 2 1 2 5 5岩美郡 国府町岩美町

-福部村

L

-八頭郡 郡家町 船岡町河原町 1 1八東町若桜町用瀬町 佐治村 10 10智頭町気高郡 気高町鹿野町 青谷町東伯郡 羽合町 泊村東郷町 三朝町関金町

ー

nd

h
D北条町 1 1 ?

“

1
▲

ー アリ 1
▲

A
V大栄町 1 n乙

Q
J

Q
U東伯町 nd

R
し

nべ
し赤碕町 2 4 ^b ハソ

ム

R
U西伯郡 西伯町会見町岸本町 日吉津村淀江町 2 ｢

I
ふ

R
U

^〆
〉大山町

ー名和町 ー

1
4

1
4

1
4中山町日野郡 日南町 T

A

マ
.･具

す
4日野町江府町溝口町

県 1 1 ?
~

リ
ム

計 15 31 52 ^≦
〕

62 100 117 ヮ
‘

1
ユ

?
]
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昭和 5 7 年度公害苦情件数＼＼＼区分 ‐ト＼＼-̂]-＼＼＼市町村名 新規 繰越 合計 獺㈱ 年
越

翌
繰

合。十 備考鳥取市 84 2 50 84 2 50米子市 79 4 101 100 100 その他1倉吉市 62 1 72 52 2 72境港市 j5 5 5 5岩美郡 国府町 1 1 1 1岩美町福部村八頭郡 郡家町船岡町 1 1 1 1河原町 1 1 1 1八東町若桜町用瀬町佐治村 10 10 10 10智頭町 ｢気高郡 気高町 鹿野町青谷町東伯郡 羽合町 泊村東郷町三朝町 1 1
4

1
4

増
･上関金町 3 ^≦

〉

Q
U

Q
U北条町 6 A

Y

44 ?
“

A
U大栄町 3 1 4

1

4
±

4
ま東伯町 3 R

U

?
“

1
ュ

へり赤碕町 8 3 n m 1
4

n西伯郡 西伯町会見町

-
-岸本町 ー日吉津村 2 ?

~

^乙 ^乙淀江町 3 1 4
士

R
V

1
4

4
1大山町 名和町 1 1

4

1
4

1
ユ中山町日野郡 日南町 1 1

▲

T
■‐▲

1
-
▲日野町江府町 溝口町

県 2 2 △
士

?
“

?
“

4
せ

計 217 ^]
〉

1
4

632 219 16 532
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第3節 企業の公害防止管理者等の設置

公害防止管理者等の設置

昭和 4 6 年 6 月 制定 さ れた ｢特定工場におけ る公害防止組織の整備に関す る 法律｣ に よ り 、 一定の

要件を備 えた特定施設を有す る工場は、 その特定施設の区分 ( 大気、 水質、 騒音、 粉 じん、 振動 ) ご

と に公害防止管理者を選任す る こ と を義務付け ら れ、 こ のほか、 従業員の数、 工場の規模によ っ ては 、

公害防止統括者、 公害防止主任管理者 も 選任 しな ければな ら ない こ と にな っ て い る 。 本県において公

害防止管理者等を選任 してい る工場数は 4 4 工場であ る 。

表 1 3 3 公害防止管理者等設置状況

業 種 名 工場数 公害防止統括者
大 気 関 係
公害防止管理者

水 質 関 係
公害防止管理者

騒音関係公害防止管理者 粉じん関係公害防止管理者 振動関係公害防止管理者 公害防止主任管理者第一種 第ニ種 第一一種 第四種 第一種 第二種 第一一種 第四種
鰯 食 料 品 製 造 業 3 & &

国 た ば こ 製 造 業 2 途 (;)

囮 繊 維 工 業 1
1 1

囮 木材 、 木製品製造業 2 (b 逐

鰯 絃 濾し工なぜ麩 楽 2 (“) (b くも (b (b (も

物 石油、 石炭製品製造業 8 & (8) (も

国 窯業、 土石製品製造業 1 6 (多) ( 美 食)

団 鉄 鋼 業 1 (も (b
･

国 金 属 製 品 製 造 業 5 滴 & (b “

鈎 一般機械器具製造業 2 (“) & (“

鰐 電気機械器具製造業 1 1れnい ( 丑 (b (b ( 季

同 ガ ス 業 1
1

11

1

計 4 4 獨 (も 認 “) (b & “) (ま る “ (b

国 1 業種番号、 業種名 は 日本産業分類によ る 。

2 ( ) は 、 代理者の数であ る 。
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第 4 部 鳥取県 を 美 し く す る 運動

鳥取県を美 し く する運動

県民のすべてが健康で文化的な生活 を営むた めには、 生活環境を清潔で快適な も のにする必要がある。

ごみのない清潔な生活環境づ く り “ま 、 我々 県民に課せ ら れた義務であ り 、 県 ･ 市町村の積極的な施

策 と と も に、 県民一人一人の正 しい理解 と協力 を得て強力に推進 してゆ く 必要があ る 。

こ のた め、 昭和 4 6 年か ら市町村及び各種関係団体の協力の も と に ｢鳥取県を美 し く す る運動｣ を

実施 し、 県眠もの環境保全意識 を高揚 し 、 河川 、 海岸等公共の場所か ら ごみ を一掃す る運動 を展開 して

き た 。

昭和 5 字年度の事業実施結果は次の と お り であ る 。

( 1 ) 運動期間 昭和 5 7 年 1 0 月 1 日 ~ 1 0 月 3 1 日

( 2 ) 運動内容

ア 広報活動

ポス タ ー を 5 0 0 枚作成 し 、 保健所 ･ 市町村に配布 し、 併せて市町村広報紙に運動の趣旨を掲

載す る と と も に、 有線放送等を通 じて運動への参加 と 意識の高揚を図 っ た 。

イ 知事表彰

地域環境美化に功績のあ っ た 団体に対 し知事表彰を行っ た 。 ( 米子市環境を よ く す る会 )

ウ 清掃活動

市町村、 各種団体、 自 治会等が中心 と な り 河川 、 湖沼、 海岸 、 公園等の清掃を実施す る と と も

に不法投棄 ごみの除去を行 っ た 。

エ 不法投棄の監視指導

市町村 . ‘杲健所が、 不法投棄の監視指導パ ト ロ ー ル を実施した 。 更に警察の協力 を得て不法投

棄者の監視取締パ ト ロ ー ルを実施 した 。

オ ごみ容器、 立札の設置

@ @ 公共の場所に ごみ容器を設置す る と と も に 、 不法投棄を し ないよ う 立札を設置 した 。
力 各種会合

美化意識の高揚 を図 る た めの会合を開 く と と も に 、 浄化槽の設置者に対 し維持管理講習会 を実

施 した 。

2 環境週間

昭和 4 7 年国連総会において毎年 6 月 5 日 を ｢世界環境デー ｣ と す る こ と が決議 さ れ、 こ れを受 け

て我が国 において も 、 こ の 日 を初 日 と す る 1 週間 を ｢環境週間｣ と す る こ と と さ れた 。

こ の週間は 、 環境問題に対す る認識を深め 、 公害防止や 自然環境保全 を強力 に推進す る た めの全国

一 1 4 7 一



運動 を展開 しよ う と す る も ので あ る が、 本県において も 、 こ の趣旨に沿っ て市町村及び各種団体の協

力の も と に多彩な行事を実施 し 、 環境保全についての意義を広 く 県民に普及 し 、 啓 も う に努め る た め

各種の行事を行 っ てい る が、 昭和 5 7 年度の実施状況は表 1 3 4 に示す と お り であ る 。

表 1 3 4 昭和 5 7 年度環境週間行事実施状況一覧表

行 事 名 実施主体 協 力 行 事 内 容 行 事 成 果 備 考

環境週間ボ ス

タ ー の掲示

市町村広報

研 修 会

。己 念 集 会

事業場水質鋼

査

環境整備掲査

交通公害環境

調査

整備不良車の

監視取締 り

海浜、 河川、

湖沼等公共場

所の清掃

県

市 町 村

市 町 村

県

市 町 村

県

市 町 村

県

市

県警本部

陸運事務

所

県

市 町 村

市町村

環境庁ポス タ ー 7 0 0 枚 を 市町村

保健所、 土木出張所等に配布

有線放送 1 5 市町村で延べ 4 2 回

放送

広報車 3 市町村で延べ 1 0 回巡回

広報紙 1 4 市町村で延べ 1 4 回配

布

6 月 1 7 日 ほめ 鳥取県庁会議室で

県、 市町村の公害担当職員 を対象

と した公害問題に関す る研修を実

施 した 。

環境保全関係団体によ る 環境問題

に対する意見交換 を実施した 。

県下の水質汚濁防止法の 5 5 特定

事業場に対 し水質調査を行 っ た 。

工場、 事業場の点検 と ごみの不法

投棄の実態凋査及 び ごみの除去

交通ひん繁地区におけ る大気騒音

振動の捌査を行っ た 。

整備不良車の一斉取締 り

海浜、 河川 、 湖沼等公共の場所の

清掃を行 っ た 。

8 0 名参加

3 市町で 8 0 名参加

･ 工場事業場の点検

6 市町村で 3 1 事

業所

･ 不法投棄場所の実

態調査

1 6 市町村で 4 6

か所を確認、 4 8

ト ンの ごみを除去

し た 。

4 市 1 8 地点で延べ

4 日 間 9 0 回測定 (-

酸化炭素については

4 地点で 2 4 時間達

続自動測定 )

検査車輌数 4 3 台

調査結

果

表 8 2

表 9 7

処
分
状
況

整 備 命 令 O

整備通告書 2

警 告 2

計 4

2 0 市町村で 1 9,9 10

名参加 して清掃 した。
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